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②イノベーション創出研究開発事業

地域における景気回復のばらつきを解消し、裾野の広い持続的な経済成長を可能とするため、企業と大学等との産学官の共同研究開発を促進す
ることによって地域発のイノベーションを次々と創出し、地域経済の活性化を図る。

○各研究機関が有する設備機器や人材等の相互活用や企業等への利用開放の促進、
○企業が抱える技術課題の相談や適切な研究機関への紹介等のワンストップサービスの提供、
○大学の潜在力を最大限に引き出すための、大学やTLOにおける産学連携体制の強化、
○産学官の共同研究の支援による新産業・新事業の創出、 等による地域科学技術拠点群及びグローバル科学技術拠点群の形成

ポイント

目 的

②イノベーション創出研究開発事業（2１年度86億円(20年度81億円)）
○地域イノベーション創出研究開発事業（65億円（63億円））

地域のリソースを最適に組み合わせた研究体による実用化技術の研究開

発を実施する。

○大学発事業創出実用化研究開発事業（21億円（18億円））

大学における最先端の技術シーズと民間企業の研究開発資源とを最適に

組み合わせて形成された事業実施主体が行う実用化開発の支援。
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①イノベーション創出基盤形成事業

研究機関の体制整備・
連携強化

研究機関の体制整備・
連携強化

企業の技術課題の解決、共
同研究の促進

企業の技術課題の解決、共
同研究の促進

産学官のリスクの高い共
同研究開発の支援

産学官のリスクの高い共
同研究開発の支援

商談会等の
マッチング機会の提供

インキュベーション
施設の整備

１：研究機関等の体制整備 ２：実用化・事業化に向けた研究開発 ３：事業化・販路開拓支援等 ４：地域経済の活性化

①イノベーション創出基盤形成事業（21年度13億円(20年度16億円））

○地域イノベーション創出共同体形成事業（9億円（11億円））

研究機関の相互連携、企業への技術支援、評価手法の充実等。

○創造的産学連携体制整備事業（4億円（5億円））

TLO等への専門人材の配置等による産学連携体制の強化。

イノベーション創出基盤の整備
（試験設備機器・人材等の相互利用等の協働）

研究機関等による
強固な共同体の構築

TLOTLO

大学大学

NEDONEDO

公設試公設試

関係機関関係機関

地域の企業等

○設備機器の利用開放

○技術相談等のワンストップサービス

○大学やＴＬＯにおける産学連携体制の強化

○産学官の共同研究

産総研産総研

事業概要

経済産業省
経済産業局

NEDO

１．地域イノベーション協創プログラムの概要
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●研究機関等の課題
○財政状況が厳しい中で、設備機器の購
入等が困難となっている。

○産学官の共同研究をより進めて行くこと
が必要。

●企業側の課題
○地域の企業が設備機器等を自前で全て
揃えることは困難。

○自社が抱える技術課題についてどの研
究機関に相談したらよいかわからない。
また、大学等に直接相談するのは敷居
が高い。

①研究機関等の連携による協議会構築
○各研究機関の研究開発資源の相互活用

に向けた検討
②コーディネータ人材の配置
○地場・中小企業が抱える技術課題解決

のための技術相談や適切な研究機関等
への紹介。

③設備機器の利用開放に向けた支援
○設備機器の設置・改善、使用方法のマ

ニュアル整備等。
④試験評価方法の開発
○地域のニーズに即した試験・評価・分析

手法の開発及び提供

●企業側の課題
○新製品・新事業に向けた技術課題を自
社で解決することが困難。

○リスクが高い研究開発を、自社で全額
負担することは困難。

①産学官の共同研究開発の補助
○地域において新産業の創出に貢献する、

企業ニーズ・技術シーズをもとにしたリス
クの高い産学官の最先端の共同研究開
発を補助。

●大学側の課題
○大学における産学連携機能や外部

TLOとの連携が不十分であり、地域にお
ける産業界ニーズに十分応えることがで
きていない。

○大学は地域の他の機関との連携が必ず
しも十分でなく、特に中小規模の大学に
あっては、それが有する研究開発資源だ
けでは産業界ニーズに必ずしも十分に応
えることができない。

①産学連携体制整備のための支援
○大学やTLO等が地域産業界や地域の研

究機関等との密接な産学連携体制を構
築するための人材の配置等。

現 状 施 策 成 果 地域のイメージ

○大学等にアプローチし
やすい環境の整備によ
る産業界の大学活用

○産業界との連携による
大学自身の発展

○事業化に向けた産学官
の共同研究の活性化

○企業へのワンストップ
サービスによる産学官
の共同研究の促進

○各研究機関が有する研
究開発資源（設備機器・
人材等）の相互活用等
による地域の技術レベ
ルの向上

２．目標とするアウトカムを実現するための取組
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運営協議会事務局

（協働の規約）

農研機構

工業系公設試

地域の大学

イノベーションに関する研究開発支援の
ワンストップ化の実現

各機関が研究開発資源（設備や人材等）
を共有、地域の企業へ情報提供

ユーザー（地域企業等）

相談・依頼

地域のイノベーション創出

地域・中小企業の研究開発力を底上げ

産総研センター
技術コーディネータ

地域イノベーション創出共同体

機器オペレータ

地域の研究機関が大同団結して産業界の
研究開発を支援

ＴＬＯ

JST

○研究機関の紹介、技術相談への対応

（企業からの照会や相談に対するワンストップでの対応）

○地域の企業へのオープンリソース情報提供

（設備機器や専門人材等）

○地域のニーズに即した試験評価方法の開発及び提供

経済産業局

補
助

申
請

（各ブロック毎に関係研究機関が設置する運営協議会が「共同体」を構成。）

３．地域イノベーション創出共同体形成事業 （21年度予算額8.8億円（20年度予算額11.2億円））
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その他

7機関

大学・高専等

6機関

国の機関

6機関

北海道
科学技術総合
振興センター

その他

13機関
公設試験所

11機関

52機関

ものづくり、

食品加工の

評価手法等

公設試験所

6機関

国の機関

2機関

その他

6機関

大学・高専等

6機関

22機関

輸送機械・

電子部品

高度計測・

加工技術等

公設試験所

12機関
その他

3機関

大学・高専等

7機関

23機関

計量・計測

標準技術等

59機関

半導体等

生産計測、

機能計測・

評価技術等

25機関

生産計測、

機能計測・

評価技術等

25機関

計量・計測

製品評価

技術等

20機関

バイオ評価分析・

電気電子等

精密加工技術

等

14機関

健康・食品、

計測評価

技術等

37機関

計測評価技術、

バイオ解析技術

等

北海道共同体

産総研・
東北大学

東北共同体

産総研

関東共同体

中部科学技術
センター

産総研・
九州産業技術

センター

産総研・
ちゅうごく
産業創造
センター

産総研・
関西情報・
産業活性化
センター

産総研・
四国産業技術
振興センター

沖縄ＴＬＯ・
トロピカル

テクノセンター

中部共同体共同体
国の機関

3機関

公設試験所

8機関

公設試験所

5機関

四国共同体

大学・高専等

7機関

国の機関

4機関

その他

7機関

近畿共同体大学・高専等

7機関

公設試験所

10機関

その他

1機関

中国共同体
大学・高専等

13機関

その他

14機関

国の機関

3機関

公設試験所

5機関

九州共同体

大学・高専等

21機関 国の機関

5機関

公設試験所

10機関その他

21機関

沖縄共同体

国の機関

5機関

大学・高専等

2機関

公設試験所

2機関
その他

3機関

大学・高専等

21機関

４．全国の地域イノベーション創出共同体（平成２０年度）
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コーディネータによる技術相談

５．地域イノベーション創出共同体形成事業による技術支援事例

愛知県内のガラス関連企業Aは、地元（愛知県）と岐阜県の公設試に、新製品の品質管理技術確立の

必要から結晶解析に関する試験方法を相談したところ、愛知県の公設試には対応設備・技術面が不十
分、岐阜県の公設試は県域を理由に対応困難であることが分かった。（本事業が開始されるまではここ
で技術支援は終わっていた。）

共同体のネットワークを通じて、同じ中部地域イノベーション
創出共同体のメンバーである三重県と名古屋市の公設試で
対応できることが分かり、2つの公設試が共同で受託試験を

行うことにより、県域を越えた技術支援・問題解決につながっ
た。

中部地域イノベーション創出共同体形成事業の一環である提案型連携構築事業（テーマを決めた研究
機関間の勉強会）により、参画機関の間で顔の見えるネットワークの構築ができる環境を醸成。
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